
令和７年度当初予算　復活見積調書（部長）　 環境経済部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1 農林水産課
土地改良事業推
進対策費

馬場山寺基盤整備事業

・馬場山寺地域の未整備田において、農地の基盤整備（ほ
場整備）事業を実施します。
・農道、用排水路、農地の区画拡大や農地整備等により農
業の生産性向上を図り、担い手（中心経営体）への集積・
集約を促進し、経営規模拡大と併せて体質強化を図るこ
とで、地域農業の振興と優良農地の確保、保全に繋げま
す。

令和６年度　　　　実施設計、従前地評価、換地原案作成、
意向調査
令和７年度　　　　実施設計、換地原案確定、工事着手
令和８年度～　　 工事
令和１１年度　　　確定測量、工事後土地評価、換地計画書
作成
令和１２年度　　　換地処分

2,610 610 0 0 2,610 0 0 2,000 0 610 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

2 農林水産課
土地改良事業推
進対策費

防災重点農業用ため池整備事業

市内16の農業用ため池のうち防災重点ため池として指
定を受けた８池について豪雨、劣化度、地震耐性の評価お
よびハザードマップを作成のうえ、評価結果に応じて整備
工事を行うことで、大規模災害によるため池の決壊の予
防や備えます。

令和6年度　　　：滋賀県により防災重点農業用ため池の
指定(8池)
令和7年度　　　：県：豪雨耐性評価、劣化状況評価(8池)
　　　　　　  　 　　市：ハザードマップ作成(8池)
　　　　　　　　　　　　 地震耐性評価(4池)
　　　　　　　　　　　　　　野池、頓蓮池、新浜深池、弁天池
令和8年度　　　：市：地震耐性評価(4池)
　　　　　　　　　　　　　　下池、中池、城池、砂池
令和9年度以降：評価結果に基づき、事業採択後、順次設
計・工事を実施

0 0 0 0 19,000 0 19,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

3 農林水産課
土地改良事業推
進対策費

浮舟地区機能保全対策事業

水質保全施設「浮舟地区」は、老朽化による施設設備の故
障等が発生し、汚濁負荷量の削減が図れておらず、近年水
質が改善されていない状況が続いていることから、施設
全体の修繕計画を策定し、計画的に修繕を行うことで、当
該地区における水質保全を図ります。

令和7年度　　　：機能保全計画策定
令和8年度以降：機能保全計画に基づき、順次設計・工事
を実施

0 0 0 0 10,000 0 10,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

4 農林水産課
「道の駅草津」
管理運営費

道の駅草津リノベーション事業

道の駅草津は集客数の減少や施設の老朽化が見られるこ
とから、施設の改修等を行い、施設の機能や魅力の向上、
および周辺の一体的な活性化や誘客促進を通して、草津
市の農業振興を図ります。

R6　 　用地交渉、基本計画修正
R7　 　基本設計、用地取得
R8　 　詳細設計
R9～　工事

68,494 35,694 0 0 68,494 0 0 32,800 0 35,694 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

5 農林水産課
水産業振興対策
費

北山田漁港桟橋支柱改良工事、網干場
整地工事

漁船を係留する桟橋の支柱が錆により著しく腐食してお
り、漁港の円滑な運用に支障をきたしていることから、桟
橋支柱の改良工事を実施します。
また、網干場の状態整理を終えたのち、今後の適正管理
のため用地を整地し、外周に杭を打ちロープで囲う措置
を講じます。

令和６年度　桟橋支柱２８本改良
令和７年度　桟橋支柱５０本改良、網干場整地
令和８年度　桟橋支柱５０本改良

14,619 1,519 14,619 1,519 12,625 0 0 9,500 0 3,125 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

6 環境政策課 環境保全対策費
（拡）自然環境保全地区危険木除去費等
補助金

◆自然環境保全地区内の維持管理について、高木の伐
採・剪定などについては業者に委託する必要があり、費用
が高額となる傾向にあることから、手入れが行き届かず、
枯死木や立ち枯れ木等の健全でない樹木が多く存在する
状況にあるため、自然環境保全地区としての役割が果た
せなくなるおそれがあります。
◆集中豪雨や巨大台風等により健全でない樹木が倒れる
ことで、民家や貴重な文化財を損壊し、また参拝者や歩行
者の人命にも被害が生じるおそれがあることから、被害
をもたらすおそれのある木（危険木）の除去に必要な経費
の補助と、その判別のための調査・選定をすることで、安
全で良好な自然環境保全地区を維持し、地域住民の自然
環境に対する意識の向上にも繋がります。

（R7年度スケジュール）
　6～7月：各保全地区の管理者に対し、対象樹木の有無
を照会
　8～9月：樹木医による診断の実施→危険木判定の実施
　１０月   ：各保全地区の管理者に対し、診断結果および判
定結果の通知
　～3月　：補助金交付申請・除去等の実施・実績報告

3,147 3,147 0 0 3,147 0 0 0 0 3,147 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

7 温暖化対策室 温暖化対策費 健幸エコハウス補助事業

令和3年12月のゼロカーボンシティ表明後、初の改定と
なる第5次草津市地球冷やしたいプロジェクト（草津市地
球温暖化対策実行計画）（以下、次期計画）が令和7年度よ
り開始するにあたり、市民に向けた支援事業を行い、削減
目標の高い家庭部門からのCO2排出量削減に寄与する
ものです。

R7.3月　次期計画（第5次プロジェクト）策定
     4月　　補助要綱制定
     5月　　周知準備（チラシ制作・配付）
     6月　　受付開始
R8.3月　　受付終了

21,455 21,455 0 0 23,711 0 0 0 0 23,711 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

8 温暖化対策室 温暖化対策費 公共施設太陽光発電設備設置推進事業

草津市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）に基づき、
市有施設の太陽光発電設備の導入を推進していくべく、
令和５年度の導入可能性調査において、導入に適した施
設として選定した施設のうち、優先順位の高い既存の地
域まちづくりセンター（９施設）に対し、積載荷重の確認や
有資格者による設置可否判断を行います。

＜既存の地域まちづくりセンター9施設＞
R７   荷重計算・基本設計業務
R8   実施設計
R10 設置工事

23,122 23,122 0 0 23,122 0 0 0 0 23,122 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。
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9 温暖化対策室 温暖化対策費 ごみ発電利活用（自己託送）事業

草津市地球温暖化実行計画（事務事業編）の目標である
『令和12年度までに、平成25年度比でCO２排出量を
50%以上削減する』達成ため、ごみ発電による電力を浄
水場へ託送（自己託送）することで浄水場のCO2排出量
の削減に取組みます。

R7.6   入札・支援委託業者決定
R7.12  関西電力送配電と契約
R8.1    託送開始

0 0 0 0 18,272 0 0 0 15,098 3,174 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

10 温暖化対策室 温暖化対策費 公用車電動自動車導入事業

令和4年3月に策定した、市の事務事業のCO2削減の方
針を定めた「市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」
（計画期間R3～R12）において、C０２削減に向けた具体
的な取組みとして「公用車による負荷の軽減」が掲げられ
ています。
その内容の主なものとして
代替え可能な電動車がない場合や災害対応等も考慮の
上、電動車の導入することとしています。（導入台数　目標
１００％）

R４.３月　市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の策
定
　　　　　　　➡　市としての方針確定済
R7.２月　全公用車（総務課集中管理者、各所属優先廃車）
の電動自動車
　　　　　　　導入計画（R7～R12）を策定
R7年度～計画に基づき順次導入

0 0 0 0 285 0 0 0 0 285 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

11
資源循環推進
課

ごみ収集費 ごみ出し支援事業（直接支援型）

今後の高齢化率の上昇等を見据え、ごみ分別の支援や排
出が困難になる世帯への支援が必要となることから、地
域とのかかわりを持ちながら住み慣れた地域で生活でき
るよう下記の施策を実施いたします。
①コミュニティ支援型
②直接支援型（利用条件を満たすが、コミュニティが無く
支援が受けられない方）
まず①を検討し、コミュニティ支援型の対象外となった方
に対する受け皿としてごみ出し支援事業（直接支援型）を
運用します。

令和7年4月～6月制度周知
6月委託契約、回収箱購入
7月事業開始

19,632 18,625 0 0 9,566 0 0 0 0 9,566 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長査
定としました。

12
資源循環推進
課

ごみ減量化対策
推進費

資源回収活動推進事業奨励金

【目的】
資源回収活動を奨励し、ごみ問題に対する意識を高め、ご
みの減量と再資源化を進めようとするものです。

【効果】
・家庭系焼却ごみの削減
・ごみ発生量に対する資源化率の向上
・地域コミュニティの形成、促進

7月頃：団体登録申請
～10月末：上期分申請
12月中旬：上期分振込
～1月末：下期①分申請
3月中旬：下期①分振込
～4月上旬：下期②分申請
5月中旬：下期②分振込

13,121 13,121 10,720 10,720 2,330 0 0 0 0 2,330 1,911 0 0 0 0 1,911

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

部合計 166,200 117,293 25,339 12,239 193,162 0 29,000 44,300 15,098 104,764 1,911 0 0 0 0 1,911


